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世田谷区公契約条例に基づく労働報酬下限額の改定について 

 

 

１ 主旨 

令和５年１２月１日付で提出された「2024（令和６）年度労働報酬下限額に関す

る意見書」を踏まえ、世田谷区公契約条例に基づく公契約の労働報酬下限額を以下

のとおりとする。 

 

２ 労働報酬下限額（時間額） 

対象 現行 意見書 改定 

（１）予定価格

３千万円以上

の工事請負契

約 

①国土交通省定義の５１職種技能

労働者のうち熟練労働者 

→公共工事設計労務単価の８５％ 

 

②見習い・手元等の未熟練労働者、

年金等受給による賃金調整労働

者 

→公共工事設計労務単価の軽作業

員比７０％ 

 

③上記に該当しない労働者 

→１,２３０円 

①､②：現行と同じ 

③：１，３３０円 

①、②：現行と同じ

③：１，３３０円 

（２）予定価格

２千万円以上

の工事請負契

約以外の契約 

（委託等） 

１,２３０円  １，３３０円 １，３３０円 

 

３ 適用 

   令和６年４月１日以降に契約する案件から適用 

 

４ 今後のスケジュール（予定） 

   令和５年１２月下旬   告示（今回の改定に基づく告示） 

令和６年 ３月       告示（公共工事設計労務単価の変更に基づく告示） 

４月     新労働報酬下限額適用開始 


